
犯罪被害給付金制度に係る最高裁判決の要旨等 

県民文化部人権・男女共同参画課 

１ 事実関係の概要 

○ 平成 28 年 12 月、上告人（男性）は、第三者の犯罪行為により死亡した男性につ

いて、犯給法※第５条第１項の「婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様

の事情にあつた者」に該当するとして、遺族給付金の支給を申請したところ、平成

29 年 12 月に、愛知県公安委員会からこの者に該当しないなどとして遺族給付金を

支給しない旨の裁定を受けた。 

※「犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律」 

○犯罪被害者又はその遺族に対し、犯罪被害者等給付金を支給する旨を規定（第３条） 

○遺族給付金の支給を受けることができる遺族の範囲につき、犯罪被害者の死亡の時におい

て、「犯罪被害者の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ

つた者を含む。）」と規定（第５条第１項） 

 

２ 争点：「事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者」に係る判断 

 同性パートナーが該当するか 上告人と被害者と具体の関係 

名古屋地裁 該当せず…① 判断せず 

名古屋高裁 該当せず…② 判断せず 

最高裁 該当しうる 高裁に差し戻し 

① 令和２年６月、第１審名古屋地裁判決：同性間の共同生活関係は、婚姻関係と同

視し得るとの社会通念が形成されていない。→請求を棄却 

② 令和４年８月、第２審名古屋高裁判決：事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者

については、現行の法体系に照らして、異性間の関係のみを意味すると解するべ

きである。→控訴を棄却 

 

３ 最高裁判決の要旨 

（犯罪被害者給付金不支給裁定取消請求事件 令和６年３月 26 日 第三小法廷判決） 

○ 犯給法第５条第１項で、遺族給付金の支給を受けることができる遺族として、「婚

姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者」を掲げている

のは、犯罪被害者との関係や共同生活の実態等に鑑み、犯罪被害者の死亡により、

民法上の配偶者と同様に精神的、経済的打撃を受けることが想定され、その早期の

軽減等を図る必要性が高いと考えられるからである。 

○ そうした打撃を受け、その軽減等を図る必要性が高いと考えられる場合があるこ

とは、犯罪被害者と共同生活を営んでいた者が、犯罪被害者と異性であるか同性で

あるかによって直ちに異なるものとはいえない。 

○ 犯罪被害者と同性の者は、犯給法第５条第１項第１号括弧書きにいう「婚姻の届

出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者」に該当し得ると解す

るのが相当である。 



犯罪の被害に遭われた方・ご遺族の方へ

⾧野県犯罪被害者等見舞金
給付制度のご案内

殺人など故意の犯罪行為により不慮の死を遂げた被害者のご遺族、
又は重傷病を負われた被害者の方に対して、見舞金を給付します。

対象となる犯罪被害
◇日本国内において、令和４年４月１日以降に発生した故意の犯罪行為による死
亡又は重傷病

対象となる方
◇犯罪の被害の原因となった犯罪行為が行われた時において、⾧野県内に住所を有
する犯罪被害者又はそのご遺族

見舞金の種類・給付対象者
◇遺族見舞金 60万円

犯罪行為によって死亡した方の第１順位のご遺族（以下の①～⑪のうち、
最も数字の小さい遺族）に給付（注１）

１ ①配偶者（事実上婚姻関係と同様の事情にあった者（注２）を含む）
２ 犯罪被害者の収入によって生計を維持していた
②子、③父母、④孫、⑤祖父母、⑥兄弟姉妹

３ 上記２に該当しない
⑦子、⑧父母、⑨孫、⑩祖父母、⑪兄弟姉妹

（注１）第１順位のご遺族が申請をしない場合、第２順位以降のご遺族は申請をすることができま
せん。

（注２）事実婚関係の方、⾧野県パートナーシップ届出制度の対象となり得る方など

◇重傷病見舞金 20万円
犯罪行為によって療養期間が１か月以上かつ３日以上の入院を要する（精

神疾患の場合は療養期間が１か月以上かつ３日以上労務に服することができな
い）負傷又は疾病を負った犯罪被害者本人に給付



給付されない場合
◇犯罪被害者又は第１順位遺族と加害者との間に３親等以内の親族関係（事実
婚含む）があった場合

◇犯罪被害者が犯罪行為を誘発した場合又は当該被害につき、犯罪被害者にも、
その責めに帰すべき行為があった場合

◇犯罪被害者又は第１順位遺族が暴力団員等である場合
◇その他の事情から判断して、給付することが社会通念上適切でないと認められる
場合

申請期限
◇犯罪行為による被害を知った日から１年以内。
ただし、犯罪被害が発生した日から７年を経過したときは、申請することができません。

給付決定の取消、見舞金の返還
◇給付決定後、給付を受ける資格がないと判明したとき、決定を受けた者が偽りそ
の他不正の手段によって給付決定を受けたと認めるときは、給付決定が取り消さ
れます。

◇給付決定が取り消された場合、既に見舞金が給付されているときは、返還しなけれ
ばなりません。

申請書類
※詳しくは、窓口にお問い合わせいただいた際に、ご案内します。

◇⾧野県犯罪被害者等見舞金（遺族・重傷病）給付申請書
◇犯罪被害申告書
◇添付書類（死体検案書、住民票の写し、戸籍謄本 等）

制度の利用については、まずは窓口にお問い合わせください。
⾧野県犯罪被害者等総合支援窓口

（⾧野県 県民文化部 人権・男女共同参画課）

℡ 026-235-7106（平日9:00～17:00）









 

 

長野県パートナーシップ届出制度に対応する県の行政サービス等一覧 

 

人権・男女共同参画課 

 

１ 届出受領証等の提示が必要な行政サービス 

⚫ 県営住宅への世帯としての入居申込み★       

   （★長野市、松本市又は駒ケ根市の宣誓制度の利用者は、既に利用可能であったもの。以下同じ。）  

 

２ 届出受領証等を行政サービス等の利用に係る証明手段とし得るもの 

（他の手段で証明することも可能） 

⚫ 県立医療機関★（県立病院・県立リハビリテーションセンター）における面会、

緊急の治療への同意 

⚫ 県税に係る納税証明書の代理申請 

⚫ 犯罪被害者等の遺族見舞金の給付申請 

 

 

【参考】 

１ パートナーとの生活において利用可能な主な行政サービス等 

○ 利用に際し「パートナーシップ関係」にあることを確認されることはないもの 
  

該当する行政サービス 主な利用要件等 
自動車税の身体障がい者等
に対する減免 

障がい者の日常生活のために同一生計にある者が自動
車を運転すること等 

ながの子育て家庭優待パス
ポート事業 

対象となる子（18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日
までの間にある者）と同居していること等 

養育里親登録 養育者の補助者として養育に関わることができる成人
の同居親族等であること等 

ＤＶ相談 生活の本拠を共にする同棲相手等から暴力を受けたこ
と  

生活保護制度 同一の住居に居住し、生計を一にする者であること。資
産、能力その他あらゆるものを生活の維持に活用するこ
と等 

住居確保給付金事業 同一の世帯に居住し、生計を一にする者であること。収
入や資産、求職活動等の支給要件を満たすこと等 

特定不妊治療 生物学的に男女のカップルであること等の要件を満た
せば利用可能な場合あり 

心身障害者扶養共済制度 障がいのある方を現に扶養している親族等であること
等（掛け金の支払いが必要） 

 

○ 利用に際して二人の氏名と関係（「新婚夫婦」又は「結婚等を予定しているカップ

ル」から選択）を申請するもの 
  

該当する行政サービス 主な利用要件等 
ながの結婚応援パスポート
事業 

１年以内に長野県パートナーシップ届出制度への届出
を予定していること等 

 

２ 職員の福利厚生等（雇用主としての取組） 

○ 該当する職員の宿舎への入居★、休暇、手当、互助給付等について対応 
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